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上   場   会   社   名   ゼリア新薬工業株式会社 上場取引所 東

コード番号    4559 本社所在都道府県

（URL http://www.zeria.co.jp/) 東京都

代表者　　　　　　　　役職名 代表取締役社長 氏名　　伊部　幸顕

問合せ先責任者　　役職名 広報部長 氏名　　森山　茂 TEL (03) 3661 - 1039
決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 17年 6月 30日 定時株主総会開催日　　平成 17年 6月 29日

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績 　　　（百万円未満切捨表示）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 54,718 3.2 1,506 26.3 1,562 △ 14.0

16年  3月期 52,999 △ 1.7 1,192 △ 54.2 1,817 △ 28.7

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 1,318 0.5 30.24 - 4.7 3.2 2.9

16年  3月期 1,312 △ 29.6 28.66 - 4.5 3.9 3.4

(注)①期中平均株式数 17年  3月期    43,601,148 株　　　16年  3月期    45,800,096 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 16.00 8.00 8.00 689 52.9 2.5

16年  3月期 16.00 8.00 8.00 722 55.8 2.5

（注）17年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 52,704 27,199 51.6 640.31

16年  3月期 45,950 28,881 62.9 644.72

(注)①期末発行済株式数 17年  3月期  42,478,846 株　   16年  3月期  44,796,658 株

 　 ②期末自己株式数 17年  3月期   5,811,327 株　   16年  3月期   3,493,515 株

２. 18年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 28,000 850 650 8.00 － －

通　 期 57,000 1,900 1,400 － 8.00 16.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   32 円 57 銭 

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は経済情勢等
　様々な不確定要因によりこれらの予想数値と異なる場合があります。
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(百万円未満切捨表示)

　期　別

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

Ⅰ 24,335 46.2 24,527 53.4 △191 

１. 1,968 1,419 548

２. 968 1,227 △259 

３. 15,670 16,197 △527 

４. 1,284 873 411

５. 1,350 1,182 167

６. 33 73 △39 

７. 577 718 △140 

８. 47 68 △21 

９. 182 324 △141 

１０. 416 423 △6 

１１. 662 571 91

１２. 105 88 16

１３. 822 757 64

１４. 290 690 △399 

△46 △89 43

Ⅱ 28,369 53.8 21,423 46.6 6,946

13,612 25.8 13,911 30.3 △298 

１. 4,128 4,428 △299 

２. 210 233 △23 

３. 780 771 8

４. 4 5 △1 

５. 300 281 19

６. 8,188 8,188                      －

７.                      － 2 △2 

1,273 2.4 207 0.4 1,066

１. 647                      － 647

２. 297 40 257

３. 305 143 161

４. 22 23 　　               △0

13,483 25.6 7,304 15.9 6,179

１. 6,370 3,882 2,487

２. 520 520                      －

３. 0 706 △705 

５. 4,808 114 4,693
６. 843 1,172 △328 
７. 484 532 △47 
８. 526 447 79

△160 △144 △15 

52,704 100.0 45,950 100.0 6,754

（１）　　貸　　借　　対　　照　　表

敷 金 保 証 金

72 16その他これらに準ずる債権

資 産 合 計

４. 88

未 着 品

そ の 他

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

当 期 前 期

増 減( 平 成 17 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在 )

　科　目

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

原 材 料

商 品

製 品

半 製 品

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産（１）

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

出 資 金

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

繰 延 税 金 資 産

破産債権･更生債権

関 係 会 社 株 式

特 許 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（３）

（２）

７．　個　別　財　務　諸　表　等
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(百万円未満切捨表示)

　期　別

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

Ⅰ 22,043 41.8 14,389 31.3 7,653

１. 3,348 3,439 △91 

２. 3,833 3,061 772

３. 9,620 3,200 6,420

５. 1,979 1,788 191
６. 327 307 19
７. 611 495 116
８. 94 1 93
９. 48 48 　　               △0
１０. 965 960 4
１１. 243 265 △22 
１２. 408 410 △1 
１３. 210 389 △178 

Ⅱ 3,461 6.6 2,679 5.8 782

１. 1,664 16 1,647

２. 1,593 2,456 △862 

３. 203 205 △2 

４. 0 0                      －

25,505 48.4 17,069 37.1 8,436

Ⅰ 6,593 12.5 6,593 14.4                      －

Ⅱ 5,397 10.2 5,397 11.7                      －

１.　資 本 準 備 金 5,397 5,397                      －

Ⅲ 20,202 38.3 19,592 42.6 610

１.　利 益 準 備 金 1,648 1,648                      －

２.　任意積立金 16,559 15,959 600

16,559 15,959 600

３.　当期未処分利益 1,995 1,984 10

Ⅳ 1,136 2.2 945 2.1 191

Ⅴ △6,130 △11.6 △3,647 △7.9 △2,483 

27,199 51.6 28,881 62.9 △1,681 

52,704 100.0 45,950 100.0 6,754

（ 資 本 の 部 ）

当 期 前 期

増 減( 平 成 17 年 3 月 31 日 現 在 ) ( 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在 )

　科　目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

４.
1年以内返済予定の 352 21長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

返 品 調 整 引 当 金

売 上 割 戻 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

そ の 他

負 債 合 計

資 本 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

330

別　途　積　立　金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

負 債 及 び 資 本 合 計
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百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 54,718           100.0    52,999           100.0    1,718           

Ⅱ 26,574           48.5     26,696           50.4     △122           

△22              △0.0    △152            △0.3    129              

28,166           51.5     26,455           49.9     1,710           

Ⅲ 26,660           48.7     25,263           47.7     1,396           

1,506             2.8       1,192             2.2       313              

Ⅳ 592                1.1       691                1.3       △99            

1. 2                   0                   2                 

2. 529                263                265              

3. -                   107                △107           

4. -                   211                △211           

5. 60                 108                △48            

Ⅴ 536                1.0       66                 0.1       469              

1. 84                 39                 44                

2. 129                -                   129              

3. 210                -                   210              

4. 81                 -                   81                

5. 29                 27                 2                 

1,562             2.9       1,817             3.4       △254           

Ⅵ 596                1.1       671                1.3       △75            

1. 2                   -                   2                 

2. 14                 21                 △7              

3. -                   650                △650           

4. 579                -                   579              

Ⅶ 24                 0.1       100                0.2       △75            

1. 0                   0                   △0              

2. 7                   13                 △6              

3. 4                   -                   4                 

4. 12                 85                 △72            

2,134             3.9       2,388             4.5       △254           

682                1.3       974                1.8       △292           

133                0.2       101                0.2       31                

1,318             2.4       1,312             2.5       5                 

1,026             1,036             △10            

349                364                △14            

1,995             1,984             10                

為 替 差 損

販 売 権 行 使 許 諾 金

前 期 繰 越 利 益

　　　　　　　　　期　　　 別

  科 　　  目

(２)　　損　　益　　計　　算　　書
（百万円未満切捨表示）

金　　　額

当　　　　期

自　平成16年 4月 1日

至　平成17年 3月31日

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他

固 定 資 産 売 却 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

固 定 資 産 評 価 損

退 職 加 算 金

営 業 外 収 益

金　　　額

受 取 配 当 金

固 定 資 産 売 却 損

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

当 期 純 利 益

コ ミ ッ ト メ ン ト 契 約 費 用

出 資 運 用 損

為 替 差 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

自　平成15年 4月 1日

至　平成16年 3月31日

金　　　額

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額

売 上 原 価

売 上 高

増　　減

前　　　　期

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

営 業 利 益

受 取 利 息

有 価 証 券 売 却 益

退 職 給 付 信 託 設 定 益
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科　　　　　目

1,995 1,984

339 358

８ 円 ８ 円

別 途 積 立 金 600 600

1,055 1,026次 期 繰 越 利 益

(百万円未満切捨表示)

期　　　　　別 当　　　　期

１株につき

任 意 積 立 金

前　　　　期

(３)  利  益  処  分  案

利 益 配 当 金

(注)  1. 平成16年12月10日に 349百万円（１株につき 8 円）の中間配当を実施いたしました。

金　　　　額 金　　　　額

当 期 未 処 分 利 益

これを次のとおり処分いたします。

１株につき

      2. 利益配当金は、自己株式 5,811,327 株を除いて計算しております。
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重 要 な 会 計 方 針 
  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式 ･･･････････････ 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

時価のあるもの ･････････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しております) 

時価のないもの ･････････ 移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取

引法第 2 条第 2 項により有価証券とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

  

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ ･････････････ 時価法 

   
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品・商品・仕掛品 ･･･････ 総平均法による原価法 
 原材料・半製品 ･･･････････ 月別総平均法による原価法 
 未着品 ･･･････････････････ 個別法による原価法 

 貯蔵品 ･･･････････････････ 最終仕入原価法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 ･･･････････････ 埼玉工場（倉庫を含む）及び筑波工場は定額法、その他は定率法（た

だし平成１０年４月１日以降取得の建物（その付属設備を除く）は定

額法）を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

 無形固定資産 ･･･････････････ 定額法によっております。 

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 長期前払費用 ･･･････････････ 定額法によっております。 

 

５．引当金の計上基準 

 (１)貸倒引当金 ･･･････････ 当期末における売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 ･･･････････ 従業員に対して次期以降支給の賞与に備えるため、将来の支給見込額
のうち当期負担額を計上しております。 

 (３)返品調整引当金 ･･･････ 販売済製商品の将来予想される返品による損失に備えるため、連結会
計年度末の売掛金を基礎として、返品見込額に対する売買利益及び廃

棄損失の見積額を計上しております。 

 

 

(４)売上割戻引当金 ･･･････ 販売した医療用医薬品に対する将来の売上割戻に備えるため、当該期
末売掛金に対して、当期中の実績割戻率を乗じた金額を計上しており

ます。 
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 (５)退職給付引当金 ･･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 (６)役員退職慰労引当金 ･･･ 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計上しておりま

す。 

 

６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法    

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等につい

ては、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

 為替予約等をヘッジ手段とし、外貨建ての輸入予定取引をヘッジ対象としております。 

③ ヘッジ方針   

 外貨建ての輸入予定取引の為替変動リスクをヘッジするために、為替予約等を利用することとし、ヘッ

ジ手段である為替予約等は、ヘッジ対象である外貨建ての輸入予定取引の範囲内で行うこととしており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

 ヘッジ手段がヘッジ対象である予定取引の重要な条件と同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものであると想定できるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

 

８.その他財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ･･･････ 税抜方式によっております。 

 

９. 表示方法の変更 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 97 号）が平成 16 年 6 月 9 日に公布され、平成 16

年 12 月 1 日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第 14 号）が平

成 17 年 2 月 15 日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第 2 条第 2 項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証券として表示する方法

に変更いたしました。 

   なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当該出資の額は、544 百万円であります。 

  

  

〔追 加 情 報〕 

（外形標準課税） 

      実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会（平成 16 年 2 月 13 日））が公表されたことに伴い、当事業年度から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割 80 百万円を販売費及び一般管理費として処理

しております。 
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〔注 記 事 項〕 
   

（貸借対照表関係）  

１. 関係会社に対する資産及び負債 (当    期) (前    期)

 売 掛 金 １，１５８百万円 １，００５百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 (当    期) (前    期)

  １６，２０５百万円 １５，７５０百万円

３. 担保に供している資産 (当    期) (前    期)

 現金及び預金(定期預金) １２５百万円 １２５百万円

 建 物 １，８２１百万円 １，９３８百万円

 構 築 物 １１６百万円 １３２百万円

 機 械 装 置 ４７２百万円 ５０３百万円

 車 両 運 搬 具 ２百万円 ３百万円

 工 具 器 具 備 品 ２９百万円 １６百万円

 土 地 ３８２百万円 ３８２百万円

   計  ２，９４９百万円 ３，１０１百万円

  

４. 保 証 債 務 (当    期) (前    期)

  １，７６２百万円 １，７１５百万円

    

５. 会社が発行する株式の総数 普通株式 １１９，８６０，０００株 

 

 

発行済株式の総数 普通株式 ４８，２９０，１７３株 

６. 自己株式の保有数 普通株式 ５，８１１，３２７株 

 

７.  配当制限 

     商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 

                       １，１３６百万円 

 

（損益計算書関係） 

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

  (当    期) (前    期)

 販 売 促 進 費 ２，２８０百万円 ２，３５５百万円

 給 料 及 び 手 当 ６，０８５百万円 ６，１８３百万円

 旅 費 交 通 費 １，２４４百万円 １，３０３百万円

 賃 借 料 １，１０１百万円 １，１１６百万円

 諸 手 数 料 ２，９６２百万円 ３，３７２百万円

 退 職 給 付 費 用 ４５６百万円 ６１２百万円

 減 価 償 却 費 ４９５百万円 １３０百万円

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ７４４百万円 ７４７百万円

 研 究 開 発 費 ６，５４５百万円 ４，６００百万円

  

２. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  (当    期) (前    期)

  ６，５４５百万円 ４，６００百万円

    

３. 関係会社に係る注記 (当    期) (前    期)

 受 取 配 当 金 ４８３百万円 ２４７百万円
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①リース取引関係 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   当   期 前   期 

  

取 得 価 額 相 当 額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

１，５１１百万円

３８９百万円

１，９００百万円

１，４４７百万円

３９２百万円

１，８３９百万円

  

減価償却累計額相当額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

８２１百万円

２６０百万円

１，０８１百万円

６４２百万円

２２１百万円

８６４百万円

  

期 末 残 高 相 当 額 

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

６９０百万円

１２９百万円

８１９百万円

８０４百万円

１７０百万円

９７５百万円

 （注）取得価額相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    

２. 未経過リース料期末残高相当額   

  (当   期) (前   期)

  1 年 以 内 ３６６百万円 ３５９百万円

  1 年 超 ４５３百万円 ６１５百万円

  合      計 ８１９百万円 ９７５百万円

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

    

３. 支払リース料及び減価償却費相当額   

  (当   期) (前   期)

 支 払 リ ー ス 料 ３９７百万円 ３６４百万円

 減価償却費相当額 ３９７百万円 ３６４百万円

    

４. 減価償却費相当額の算定方法   

 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

②有価証券 

 前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

    

③税効果会計 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

   (当   期)

 繰延税金資産   

 賞 与 引 当 金  ３９２百万円

 売 上 割 戻 引 当 金  １６６百万円

 貸 倒 引 当 金  ５６百万円

 退 職 給 付 引 当 金  １，４５７百万円

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金     ８２百万円

 そ の 他  ２９０百万円

 繰 延 税 金 資 産 合 計  ２，４４６百万円

 繰延税金負債   

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △７７９百万円

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △７７９百万円

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  １，６６６百万円
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２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法 定 実 効 税 率  ４０．６９％ 

 （調 整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目  ９．２４％ 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △９．３０％ 

 住 民 税 均 等 割 等  ２．８１％ 

 試 験 研 究 費 特 別 税 額 控 除  △５．１６％ 

 そ の 他  △０．０７％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   ３８．２１％ 

   

 １株当たり配当金の内訳  

平成 17 年 3月期 平成 16 年 3月期 
年  間 中 間 期 末 年  間 中 間 期 末 

普通（旧）株 式

円 銭 

１６.００ 
円 銭

８．００

円 銭

８．００

円 銭

１６．００

円 銭 

８．００ 
円 銭

８．００

（内 訳）

記 念 配 当

円 銭 

－ 
円 銭

－

円 銭

－

円 銭

－

円 銭 

－ 
円 銭

－

   

  
 
 
 

 

８． 役 員 の 異 動 

１. 代表者の異動  

 該当事項はありません。  

   

２. その他の役員の異動  

 別紙の通りであります。  
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（別 紙）  
                                                          平成１７年５月１９日  

各    位  
 

住      所  東京都中央区日本橋小舟町10-11 
会      社      名  ゼ リ ア 新 薬 工 業 株 式 会 社               
代表者の役職氏名  代表取締役社長   伊  部   幸  顕  

（コード番号  ４５５９   東証第一部）  
問 い 合 わ せ 先          広   報   部   長    森  山    茂  

電話  03-3661-1039     FAX 03-3663-4203 
 
 

役員人事のお知らせ  
 
当社は下記のとおり、役員人事を実施する予定ですので、お知らせいたします。  

 
記  

 
１．新任役員候補（平成１７年６月２９日付）  

氏   名  新 役 職  旧   職  

齋藤 武  
常務取締役  
研究開発本部長  
 ライセンス部・外国室担当

常勤顧問  

熊井 雅一  取締役  
信頼性保証本部長  薬事品質保証部長  

森山 茂  
取締役  
広報部長兼秘書室長  

広報部長兼秘書室長  

堀 博之  
取締役  
法務部長  

法務部長  

 
 
２．昇格（平成１７年６月２９日付）  

氏   名  新 役 職  旧 役 職  

長江 晴男  
常務取締役  
生産物流本部長  

取締役  
生産物流本部長  

34



 

 

 
 

 
３．委嘱変更（平成１７年６月２９日付）  

氏  名  新 役 職  旧 役 職  

花田 雅彦  
取締役  
管理本部長兼経理部長  

取締役  
経理部長  

 
 
 ４．退任  
  １）平成１７年５月３１日付  

氏   名  新 役 職  旧 役 職  

佐々木 耕治  
 
 

常務取締役  
研究開発本部長  

 
２）平成１７年６月２９日付  

氏   名  新 役 職  旧 役 職  

林田 雅博   
専務取締役  
管理本部長  

福山 厚   
常務取締役  
信頼性保証本部長  

 

以  上 
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補足資料１ 
主要製商品売上高 連結

                           (百万円未満切捨表示) 
期   別 

 
区   分 

当   期 
自 平成 16年 4月 1日 
至 平成 17年 3月 31日 

前   期 
自 平成 15年 4月 1日 
至 平成 16年 3月 31日 

 
増 減 比    

％
    

１．医 薬 品 事 業  ５６，０１６ ５４，２１０  ３．３ 

(1) 医療用医薬品部門  ３３，９６７ ３４，４８７  △  １．５ 

マーズレン－Ｓ顆粒・ＥＳ錠  ８，８８９ ９，２４４  △  ３．８ 

アシノンカプセル 75・150  ８，５４１ ９，４６２  △  ９．７ 

プロマック顆粒 15％  ４，１３８ ４，１７６  △  ０．９ 

ペオン錠 80  １，６７８ １，７５７  △  ４．５ 

ランデル錠 10・20・40  ９５０ ９３４  １．８ 

アビテン  ９２８ １，００７  △ ７．８ 

新レシカルボン坐剤  ９０９ ９１７  △ ０．９ 

アンサー20注  ４８９ ５１５  △ ５．１ 

その他  ７，４４０ ６，４７２  １５．０ 

(2) ヘ ル ス ケ ア 部 門  ２２，０４８ １９，７２２  １１．８ 

 コンドロイチン群  ３，２７５ ２，５２４  ２９．７ 

 ウィズワン群  １，４８４ １，５１４  △ ２．０ 

 ヘパリーゼ群  １，３７８ １，３３９  ３．０ 

 ハイゼリーＢ  ９１３ ９４０  △ ２．８ 

 新健康習慣群  ５３５ ４７３  １３．２ 

 その他  １４，４６１ １２，９３１  １１．８ 

２．そ の 他 の 事 業  １９２ １６４  １７．０ 

合              計  ５６，２０９ ５４，３７５  ３．４ 
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Ⅰ. 国内開発状況

１）消化器系分野

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序等 備考

Ｚ-２０５ 自社 (導入)
大腸内視鏡前
腸管洗浄剤

腸管洗浄剤

Ｚ-１０３ 自社 (導入) 胃潰瘍 口腔内崩壊錠 剤型追加

フェーズⅢ Ｚ-２０６ 自社 (導入） 潰瘍性大腸炎 pH依存型放出調節製剤

フェーズⅢ
準備中

Ｚ-２０６ 自社 (導入） クローン病 pH依存型放出調節製剤

Ｚ-３３８ 自社 機能性胃腸症 上部消化管運動改善作用

Ｚ-１０３/
プロマック顆粒

自社 (導入) 味覚障害 亜鉛補充 効能追加

フェーズⅠ
準備中

Ｚ-５０１ 自社 過敏性腸症候群 ニューロキニン受容体拮抗作用

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序 及び 特長 備考

申請中
ＺＣ-１０２/
ペオン錠

共同開発
(日本ケミファ）

急性上気道炎 シクロオキシゲナーゼ阻害作用 効能追加

フェーズⅢ
追加試験

Ｚ-１００/
アンサー注

自社 子宮頸癌
・免疫調節
・白血球増加作用
・好中球機能亢進作用

効能追加

Ⅱ. 海外開発状況

開発段階 開発番号 開発形態 適応症 作用機序 及び 特長 備考

フェーズⅡ
（欧州）

Ｚ-３３８ 自社 機能性胃腸症 上部消化管運動改善作用

フェーズⅡ
（北米）

Ｚ-３３８
共同開発

(アステラス製薬）
機能性胃腸症 上部消化管運動改善作用

フェーズⅠ準備中
（米国）

Ｚ-５０１ 自社 過敏性腸症候群 ニューロキニン受容体拮抗作用

フェーズⅠb/Ⅱa
準備中
（英国）

Ｚ-３６０ 自社 膵臓癌 ガストリン受容体拮抗作用

２）その他の分野

申請中

フェーズⅡ

新　薬　パ　イ　プ　ラ　イ　ン　の　状　況

2005.05.19現在
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